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7ラジオ・テレビ
コロナ禍でも維持された高い信頼度

日本民間放送連盟研究所「2020～2021年度のテレビ、
ラジオ営業収入見通し」（2020年 9 月公表）によると、
2020年度のテレビ営業収入は前年度比82.4%、タイム・
スポット別では、タイムが同88.9%、スポットが77.8%と
いずれも大幅な減収が見込まれる。スポットを地区別に
みると、関東広域圏（同77.1%）、近畿広域圏（同79.5%）、
中京広域圏（同78.1%）の 3 大広域圏でいずれも20%を超
える減収であり、各ローカル地区でも前年度比で10%台
後半から20%台半ばの減収である。ラジオ営業収入も同
81.4%と大幅な減収が見込まれており、タイム（同86.7%）、
スポット（同78.9%）別ではテレビと同様、スポットの減
少幅が大きい。また、音楽ライブ公演などのイベント事業
を含むFMのその他事業収入は、興行自粛や2020年度の
通期で前年度比60%を超える減収になる可能性が指摘さ
れている。

2020年 4 月に発出された新型コロナウイルス感染症
（以下、コロナ）拡大防止に伴う非常事態宣言は、前述し
た経営面への影響に加え、放送番組の制作や編成にも大
きな影響を与えた。報道・ニュースや情報番組、バラエ
ティなどスタジオ収録においては、ウェブ会議システム等
を活用したリモート出演や出演者間に透明アクリル板を設
置して飛沫感染を防止するなどの演出が一般化した。ま
た、こうした措置を演出上採ることが難しいテレビドラマ
等では、収録をいったん中止する事例も相次いだ。その
ため予定通りのスケジュールで新シリーズが放送できなく
なった（中断を含む）ため、やむを得ず当該ドラマの特別
編や再放送などで凌ぐというケースもみられた。

非常事態宣言発出等に伴う番組制作の中止や延期は、
番組製作業界全体にも大きな影響を与えた。全日本テレ
ビ番組製作社連盟（ATP）は、①スタッフや出演者の安全
確保、②延期した番組の確実な製作実行と追加費用負担、
③不可抗力による番組中止の際の補填、④ポスプロ等へ
の同様の配慮などを求め、民放連に要望書を提出した。
これを受けて民放連は会員社に対し、下請法や独占禁止
法の順守に留意するなど適正な下請取引を行うよう文書
で要請した。

政府の要請により2020年 3 月に始まった小学校、中学
校等の休校措置に伴い、放送各社は各地の自治体や教育

委員会等と連携し、教育用動画素材をサブチャンネルで
放送したり、各学校からの連絡事項などをデータ放送で
各家庭に伝えたりするなどの取り組みを行った。

総務省は、コロナ禍に関連して誤った情報や誤解を招
く情報がSNS等を通じて拡散しているとして、コロナ禍
に関する情報流通の実態把握を目的とした「新型コロナウ
イルス感染症に関する情報流通調査」の結果を2020年 6
月に公表した。同調査によると、コロナ禍に関する情報・
ニュースを見聞きしたことがある媒体では「民間放送」が
71.6%でトップ、信頼できる情報源やメディア・サービス
では、NHKが43.1%でトップ、民間放送が38.0%で 3
番目であった。NHKや民間放送を通じて届けられる情報
などに寄せられる高い信頼はコロナ禍においても継続した
とみることができるだろう。

コロナ禍の影響を受けてさまざまなイベント事業や映画
興行等が中止、延期となる中で、富山テレビや福島中央
テレビ、長崎文化放送などのローカル局は、地元企業や
自治体等と連携し、有料のドライブインシアター事業を実
施した。地元民放局による都道府県内外からの観光需要
の喚起や飲食店等への支援プロジェクトの始動など、コ
ロナ禍後を見据えたローカル局の新たな放送外収入の確
保を含めた課題の析出や事業性を検討する機会となった
ようである。

同時配信の取り組みでは、日本テレビ放送網と讀賣テ
レビ放送、中京テレビ放送の 3 社は、地上波で放送して
いるプライムタイムを中心とする32のレギュラー番組を同
時配信する「日テレ系ライブ配信」（プラットフォームは
TVerを活用）を実験的に行った（2020年10月から12月ま
での 3 か月間）。NHKはアプリを活用した同時配信サービ
ス「NHKプラス」を2020年 3 月より開始した。

文化庁の文化審議会著作権分科会・基本政策小委員会
の放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理
の円滑化に関するワーキングチームは、①同時配信等に
ついて、放送と同等の権利処理を可能とする制度改正を
目指す、②放送事業者からクリエイターに適切な対価が
支払われるようにする、などを基本方針とする中間とりま
とめを公表した。契約上、同時配信等の可否が不明確な
場合に同時配信等を実施できるようにするための「許諾推
定規定」を盛り込む等の具体策も提示されており、次期通
常国会への法案提出を予定している。

■ 2020年度は大幅な減収減益の見通し

■ 蓄積が進む同時配信の知見

■ 新たな制作・演出手法やビジネス開発も進む


